














際にしばしば言及されるのが、1970 年 11 月 24 日から 12 月 18 日まで開かれ
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　公害対策基本法は、佐藤栄作内閣の下で成立した。1964 年 10 月 24 日に第
18 回夏季オリンピック東京大会が閉幕した翌日の 10 月 25 日、入院加療中で
あった首相の池田勇人が 11 月 9日に退陣し、後継者に前北海道開発庁長官兼
科学技術庁長官の佐藤栄作を指名する旨を公表した。
　池田勇人の前任者である岸信介は日米安全保障条約の改訂を内閣の最重要































　1967 年 1 月 29 日に行われた第 31 回衆議院議員総選挙は、前年に発覚した
閣僚や自民党代議士による一連の不祥事である「黒い霧事件」を受け、佐藤が
低下した求心力を回復するために行った選挙であった。「黒い霧選挙」とも呼
ばれた総選挙で自民党は 486 議席中 277 議席を獲得して安定多数を維持した。
しかし、自民党の得票率は 1955 年の結党以降初めて 50%を下回ったことで、










ら脳溢血で昏倒する前日の 1975 年 5 月 18 日まで 24 年にわたって書き続けた
『佐藤榮作日記』によれば、初めて「公害」という記述が現れるのは 1967 年 6
月であり、公害が頻繁に取り上げられるのは 1970 年 6 月から環境庁の設置が
決まる 1971 年 1 月頃までであった。また、楠田の日記の中に公害に関する記
述が初めて現れるのは、国会で公害対策基本法が審議されていた 1967 年 7 月
のことであった（18）。こうした点から、1960 年代の時点で公害は佐藤にとって
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また、ニクソンは、1970 年 2月 10 日には中間選挙対策の一環として連邦議会
に対して公害特別教書を公表して公害対策に費用をかけてこなかった産業界






　このような米国側の動向に対応するように、日本時間の 1970 年 9月 4日（米
国時間では 9月 3日）に日米両首脳が公害問題に関する日米の協力体制の構
築について声明を公表し、日米間の科学協力を大気汚染、水質汚濁などの公
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　さらに、公害国会召集の前日である 1970 年 11 月 23 日の読売新聞の朝刊が




























　1970 年 11 月 24 日、第 64 回国会が召集された。野党や言論界、あるいは市
民団体を中心に求められていた臨時国会が開催されたのは、総選挙後の特別
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立に全力を上げ、12 月 18 日の閉会までの 25 日間で全ての法案を可決させる
ことに成功したということができるのである（42）。
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<ABSTRACT>
The Year 1970 as a Turning Point of Japan’s Environment 
Policy: Focusing on the “Pollution Session of the Diet”
SUZUMURA Yusuke
In Japan, the 14 bills concerning on measures against pollution passed in 
the 64th Diet Session held in 1970. This Diet session was called as the “Pollution 
Session of the Diet” and is remarkable in point of Japanese government’s 
measures to pollution and environment. These 14 bills are results of public 
opinion and concern for the government to prepare for pollution and 
government’s activities for pollution since the 1950s. However, when we 
examine a process for the “Pollution Session of the Diet”, it is apparent that 
the government took different attitudes by condition and the Sato Cabinet of 
that time made Japan-US Textile Negotiations, which was the most important 
bilateral pending issue, for a top priority. In this presentation we examine a 
process through which the 64th Diet Session became the “Pollution Session of 
the Diet” focusing on responses of administrative officials and governmental 
authorities, and a relationship against the Nixon Administration which 
advocated to solve pollution issues as a primary policy for the USA.
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